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1.1 効率的で確実な業務用通信
狭帯域デジタル変調方式により、音声を主体とした業務用
通信を効率的かつ確実に提供。

1.2 信頼性が高い効率的なエリア構築
大ゾーン方式により、強固な陸上中継局により効率的なエ
リアを提供。

1. D-MCAの特徴



3

1.1.1 D-MCAの主要諸元

使用周波数： 上り（陸上移動局→中継局）930MHz～940MHz
下り（中継局→陸上移動局）850MHz～860MHz

周波数間隔： 25kHz
空中線電力： 陸上移動局 2W以下

中継局 40W以下
変調方式： π/4シフトQPSK
通信方式： 上り TDMA方式。

下り TDM方式。単信、半複信、複信方式。
多重数： 4多重
信号伝送速度： 32kbps 
音声符号化速度： 誤り訂正を含め6.4kbps以下
フレーム長： 40ms(4スロット構成)
通信距離/エリア： 20km～40km程度（最大80km）

無線設備規則第四十九条の七の三
ＡＲＩＢ標準規格（ STD‐T85 ）

1.1 効率的で確実な業務用通信
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1.1.2 主な音声通信の形態



半径20-40km

中継局

指令局

一斉通信、グループ通信、個別通信

車載型
携帯型

可搬型

1.2.1 D-MCAのネットワーク構成

大ゾーン方式の114の中継局により人口の87%をカバー。
各中継局は、強固な耐震性、非常用発電機、火山灰対策等を施している。
中継局間の回線が切断された場合も、大ゾーン内の通信が可能。

全国114 中継局
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1.2 信頼性が高い効率的なエリア構築
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ＲＴ関東地区

ＶＬＲ

近畿・北陸地区

東海地区

北海道地区

九州地区

中国・四国地区

信越地区

東北地区

（新宿局） （横浜局）（八王子局）

IP-VPN
ＢＴＳ 無線中継装置
ＢＳＣ 通信制御装置
ＨＬＲ ホームロケーションレジスタ
ＶＬＲ ビジタロケーションレジスタ
ＳＶ 運用監視制御装置
ＵＩＭ ユーザ情報管理装置
ＲＴ ルータ

Ｌ３ＳＷレイヤ３スイッチングハブ
ＶＰＮ 仮想閉域網

沖縄地区

ＲＴ

ＩＰ－ＶＰＮ

指令局

ユーザ

無線ゾーン

制御ゾーン

ＢＴＳ ＢＴＳＢＴＳ

1.2.2 基本装置構成と全国ネットワーク構成

ＨＬＲ ＵＩＭ

Ｌ３ＳＷ

ＢＳＣ

ＳＶ
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1.2.3 サービスエリア

（関東地域）

114の中継局で
人口の87%をカバー16中継局
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● 中継局

・鉄塔と局舎は１９８１年以降の新耐震基準に基づき建設され、耐震診断を実施。

・中継装置は二重化されており、万一障害が発生しても自動的に予備装置に

切り替わって運用継続が可能。

● 非常用発電機

中継局は非常用発電機を備え、停電時（山上局で72時間以上）も安定した通信

が可能。

● 監視体制

365日24時間（土日、祝日、夜間は、東京で監視。東京での監視障害発生時は、

大阪に切り替え。）

非常用発電機 運用監視装置
中継局の鉄塔・局舎は耐震
診断を行い補強

1.2.4 ネットワークの信頼性対策
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• 国・地方公共団体の災害対策用無線局に優先接続を設定

• 中継局を結ぶ回線が地震等で切断されても、中継局折返しによ
るゾーン内通信が可能（通信機能に制約あり）

• 火山により降灰の影響の恐れのある局舎にフィルタ装備

• 主要な中継局に、発災時のトラヒック増に即応できる機材を準備

1.2.5 その他の災害対策
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【消防・防災の利用局数推移】(注)

（注）自治体の防災行政、消防、水防用途。
一般行政、水道・清掃・交通等の事業、自主防災などを除く。

【デジタルMCA無線の利用分野】

平成29年3月末現在
159,908局

局

年度

31,629

◆国・地方公共団体から陸上運送まで幅広い業務分野で利用
◆災害対策、BCP対策の利用が増加

陸上運輸
29%

製造販売
17%

土木建設
7%

海上
1%

サービス
14%

国・公共団体
23%

その他
9%

37,566局

2. D-MCAの利用状況
2.1 利用分野
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				H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28

		(国）

		国等								1,086		186		293

		(地方自治体）

		交通								4,720		5,638		7,165

		消防・防災		227		245		361		731		1,700		2,695		3,512		8,217		13,604		17330		23515		26,784		28,510		30,513		31,629

		清掃								1,418		563		514

		一般行政事務								369		118		210

		教育・福祉								397		53		44

		水道・土木								315		256		259

		その他								425		208		248

		(公共機関）

		タクシー								9,472		10,693		11,931

		バス								2,981		3736		4,231

		生協								2,770		1949		2,021

		電力・ガス								1,681		1355		1,364

		農協								908		855		675

		鉄道運輸								795		516		490

		金融								538		1000		1,300

		新聞								120		181		210

		その他								3,772		2924		2,840
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		業種別　　　 ギョウシュベツ		合　　　計 ゴウケイ

		陸上運輸 リクジョウウンユ		45,780

		製造販売 セイゾウハンバイ		28,019

		土木建設 ドボクケンセツ		10,879

		海上 ウミウエ		1,618

		サービス		21,746

		国・公共団体 クニコウキョウダンタイ		37,566

		その他 タ		14,300

		計 ケイ		159,908
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①防災行政無線(同報系・移動系） ③コンビナート・消防連絡システム

960ヘクタールの広大なコンビナート地域をカバー

②防災行政無線(移動系）

2.2 D-MCAの利用例(1)
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2.2 D-MCAの利用例（2）

④緊急時通信システム(銀行) ⑤警備
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2.2 D-MCAの利用例（3）

⑥災害時医療情報連絡 ⑦災害時の通信確保のための
連絡手段
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2.3 災害時におけるMCA無線の実績

MCA無線は、 四半世紀にわたり、阪神・淡路大震災、新潟中越地震、東
日本大震災など数々の災害現場で救援・復旧に貢献してきました。

災害時のMCA貸出例等
○阪神・淡路大震災（兵庫県・各市町村、神戸市中央区役所・交通局、日赤、JAF、

阪神電鉄、阪急電鉄、大阪ガス、関西電気保安協会など）
○鹿児島北西部地震（鶴田町）
○有珠山噴火（函館市、JAとうや湖など）
○鳥取西部地震（西伯町）
○新潟県中越大震災（市町村、山古志村東竹沢地区など）
○東日本大震災（宮城県、福島県の市町村）

○熊本地震

【移動無線センター】
・MCA無線機１２０台を被災自治体に貸出
・宮城県南三陸町に臨時のMCA中継局を設置し、MCA無線機５０台を同町に貸出

【総務省】

・災害時用に備蓄していたMCA無線機を被災自治体等に貸出

八代市の防災行政用代替指令局ほか、57局貸出。総務省の備蓄無線機等の設定支援。

停波無し。阿蘇ブースター局の商用電源停電（約1年間）に対し、燃料補給により運用継続。
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トラヒック分類
• グループ通信
• 個別通信

63.7% （グループ構成局数 平均約30）
36.3%

（通信時間ベース、関東地区全体、2017年3月末時点）

利用エリア
• 地域内利用
• ネットワーク利用

84.9%
15.1%

（局数ベース、2017年3月末時点）

2.4 利用エリア及びトラヒック分類

通信の多くは地域内に閉じている。
また、グループ通信（平均局数30）が全体の2/3。
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3. D-MCAの主な課題

• 災害現場の画像伝送、災害対策要員の位置情報等、データ通
信需要への対応

• 古い技術による独自設計のため、部品調達が困難となり、ネット
ワーク設備や移動局設備の製造、維持の経費が高額化



【組織】
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参考 (一財)移動無線センターの概要

【名称】 一般財団法人 移動無線センター（MRC）

【設立】 2012年4月1日（財団法人 移動無線センター設立 2009年4月1日）

【目的】 陸上移動通信の効率的利用を促進し、もっとその健全な発達を図り、電波利用による公共

の福祉を増進することを目的とする。

【主な事業】 ・MCA事業 ・施設賃貸事業

評議員会

理事会

監事

経営企画部 経理部
事業本部

事業企画部・利用企画部・技術企画部

北海道
センター

信越事務所 沖縄事務所 北陸事務所

東北
センター

関東
センター

中国
センター

九州
センター

東海
センター

近畿
センター

事務局

職員数：約120名
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（沿革）

1964年7月 前身となる財団法人移動無線センター設立。

自営無線の共同基地局の運営等を実施

1981年7月 AVMシステムサービス開始

1982年10月 MCAサービス開始（800MHz帯アナログ）

1982年11月～1986年3月 各地に移動無線センターが設立。MCAサービスを提供

（近畿、東海、北海道、九州、中国、信越、東北）

1985年7月 全国移動無線センター協議会設立

1990年11月 1.5GHz帯MCAシステム（アナログ）運用開始

1994年4月 デジタルMCA無線システム（1,500MHz）運用開始

2003年10月 デジタルMCA無線システム（ mcAccess e）運用開始

2009年4月 財団法人移動無線センターに統合

2012年4月 一般財団法人移動無線センター設立

2012～2016年 700/900MHz帯の周波数再編に伴う周波数移行
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